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	補足：日本製品の特徴と生産システムのモジュール化


池澤　大

	疲れたので

まとめはなし。

気が向いたら
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いつか、、、


1． 日本企業の製品 ― 考察の背景
(1) 日本製造業における機械関連のプレゼンスは大きい
機械関連の産業規模が圧倒的に大きい

製造業は一般に消費関連（食料品製造業、繊維工業など）、素材関連（化学工業、鉄鋼業など）、機械関連（一般機械器具製造業、精密機械器具製造業など）の三つに区分される。このうち、企業数（従業員が300人以上の大企業に限る）、売上高のそれぞれにおいて機械関連は過半数以上を占める。

機械関連の業種は、海外企業との競合可能性が高い

海外進出の程度や競合企業数から考えると、機械関連の日本企業は相対的に海外企業との厳しい競争環境にあるといえる。したがって、日本の製造業を海外のそれと比べる際に、機械関連に絞って考察するのは誤解を恐れずに言えば妥当であろう。
(2) 日本製品の特徴

高い品質
日本企業の製品に対し、各国の消費者（日本を含む）は品質における優位性を認めている。また、専門機関による評価も高いものを得ている。例えば、日本の自動車メーカーは欧米の自動車専門誌や調査機関によるランキングで常に上位を占めている。
強い製品開発力

日本企業の製品に対する消費者のイメージの中で、｢デザインが良い｣、｢革新的な｣といった項目で高い評価を得た。換言すれば、これらは日本企業が消費者ニーズを的確に捉え、かつそれを製品開発に結び付けている結果であろう。実際に、日本企業の開発期間は欧米企業に比べてはるかに短い。

価格が安定的

日本企業は製品を安定した価格で提供している（発表資料内のスライド8枚目を参照）。グラフを見ても直感的に理解できるが、価格の安定さは企業物価指数の変動係数の大きさで比較できる（資料内のグラフにおける数字がそれ）。
注1)「Electrical machinery and equipment」、「Motor vehicle parts」は日本の変動係数の方が小さいが、グラフを見ればこれが価格の抑制に依拠するものであることがわかる。

・企業物価指数…企業間で取引される商品の価格に焦点を当てた物価指数。需要動向を敏感に反映する企業間取引の価格変動を表す。
・変動係数…標準偏差/平均値。性質が異なるデータの集まりを単位など無視して、それぞれのばらつき度合いを比較できる。値が小さいほど安定的であるといえる。
2． 日本製品の特徴の源泉
日本製品の特徴は「高い品質」、「強い製品開発力」、「価格の安定力」である。我々は、これらの源泉を生産システムにおける人と組織のあり方や考え方であるとした。以下、これを説明する。別途、ＨＰ内の「米国との比較による日本の生産システムの特徴」を参照されたい。

(1) 多能労働者
多能労働者の役割

多能労働者は幅広い経験と能力を持つ。これにより、多様な生産上の業務、発生が予測できない問題や技術の変化に柔軟に対応できる。この点が、日本企業の生産性の高さや開発と製造の整合性（「米国との比較による日本の生産システムの特徴」参照）をもたらしている。

米・英などは企業内の労働者への教育のインセンティブが小さい

米国など、大量生産の論理で組織化された企業にとって労働者は職務を簡素化・専門家され、自身は取替え可能な要素として扱われがちである。さらに、米国などでは教育は正規の教育機関（大学や専門学校など）でなされるものであるという認識がある。したがって、企業は教育に対して意欲的ではない。実際に、米・英などでは仕事に必要な基礎的な技能や特殊な技能の大半を正規の教育機関が教えていて、企業内では簡素なＯＪＴが行われるのみである。ゆえに多能労働者が育ちにくい環境といえる。
・大量生産の論理…古くはフォードシステムに由来する。生産性を挙げるために労働者は単純労働を強いられた。
・ＯＪＴ…On-The-Job Trainingの略。企業内で行われる職業指導の一つ。職場の上司や先輩が部下や後輩に対し、具体的な仕事を通じて、仕事に必要な知識・技術・技能・態度などを、意図的・計画的・継続的に指導し、修得させる。

日本は企業内の教育重視

日本企業は従業員の教育を積極的に行う。例えば、通信教育によって基礎的技能の発達を奨励したり、ＱＣサークルへの参加を促したりする。また、日本企業は、職場変更を繰り返すことで多様な技能の形成を促している。
・ＱＣサークル…同じ職場内で品質管理活動を自主的に行う小グループのことで、自己啓発、相互啓発を行い、ＱＣ手法を活用することで職場の管理、改善を継続的に全員参加で行うものである。ＱＣ活動は現場の作業者達による、職場での自主的な活動である。仕事を行っている個人の改善意思を仕事に反映させる役割をもつ。
(2) 持続的な技術・組織の能力構築

長期的な技術・組織の能力構築が日本企業の強力な国際競争力の源泉
日本企業は長期的に技術や組織の能力を構築しようとする。この姿勢が、製品開発と製造工程の開発、生産設備への積極的な投資を促す。これにより開発と製造の整合性が生まれ、予期せぬ事態への柔軟な対応や効率的な生産が可能となる。
米国企業は短期的利益を追求

米国企業は日本企業とは対照的に、長期的な視点から技術や組織能力の構築に消極的である。先に挙げた労働市場の違いも一つの要因であるが、それ以上に米国企業の経営者の短期的な利益追求によるところが大きい。こうしたマインドは、資本コスト、資金調達源、企業規模と成熟度の観点から説明できる。

米：高い資本コスト

米国企業の資本コストは日本企業のそれよりも高い。この原因は、米の低い個人貯蓄率や高い財政赤字の率にある。資本制約の点で、資本コストが高い米国企業は長期的な投資がしづらい。

・資本コスト…企業が事業への投資に必要な資金を調達する際に支払うコスト。調達が株式の発行によるものであれば株主への配当、債券の発行であればクーポン（利子）などがそれにあたる。

・資本制約…企業は無限に投資できるほど資金を持っていない。限りある資源で投資を行うことを資本制約の中で投資をするという。

資金調達源の差異による経営の違い

日本は公開市場で証券を販売するよりも、銀行などの金融機関を通じて資金を調達する傾向が強い。（誤解を避けるために、近年、日本の経営者は公開市場による資金調達に意欲的である）これら銀行と日本企業は欧米にはない形で長期的な関係を持つ。例えば、役員の派遣や株式の持合いなど。こうした関係が長期的な投資を促進させる。
一方で、米の資金調達は大部分を投資信託や年金基金に頼っており、これら投資家は経営上の意思決定から除外されている。企業価値の最大化が経営に対する要望であり、結果として米国の経営者は短期的な視点を持つようになる。
長期的な投資には相応の企業規模と成熟度が必要

産業によっては（例：半導体産業）、企業の規模と成熟度に関連した日米の構造の違いが投資の視野に影響を及ぼしている。比較的小規模である企業にとって、費用のかかる製品開発プロジェクトには手が出ない。これに対し日本には、大規模で多角化し、垂直統合した企業が多い。また、日本政府は輸出の奨励や将来の生産性向上のための投資の助成、国内市場の保護、研究開発に対する補助金などといった戦略プログラムによって企業リスクを低減している。こうした違いが長期的視点で投資をする辛抱強い経営が出来るかに影響を与える。
(3) 開発と生産における技術の差異

米：基礎技術

日：応用研究

に強い

米国は基礎技術を生み出すことに強みを持っている。一方で、日本は基礎技術の応用研究に強い。一般に基礎技術の開発はその応用などに比べて、時間とコストが莫大にかかる。日本は前者を比較的米国に任せて、後者を重点的に行った。そのため、新製品の開発だけでなくその生産技術・製造技術に開発に強くなった。（ちなみに、欧州は日本と同じスタンスを取ったが、途中で米の模倣をして失敗）
設計と製造の整合性がコストを下げる

上記のように、日本企業は製造プロセスを重視する。特に、設計と製造の整合性を持たせることに注力している。これらは先述のように、予期せぬ事態への柔軟な対応や製品開発期間の短縮など、コストの抑制に大きく貢献する。こうした差異は、上述の日米の強みの違いに起因する。この違いの原因を、経営者、政府、社会の三つの側面から以下、説明する。
＜経営者＞

視野の広さ

文中何度も繰り返していることである。日本の経営者が長期的な視点から投資するのに対して、米国経営者はいくつかの要因から短期的な視点で投資を行う。製造プロセスの改善は財務諸表上、かなり利益を圧迫する。短期的に利益を上げることが求められる米国の経営者はこれに消極的である。

＜政府＞

米：技術優位の歴史的経緯と軍事研究重視

戦後、技術面で米国は圧倒的な優位性をもっていた。このとき権力を持っていたのが、物理学者等であり、生産技術者はなおざりにされていた。こうした歴史的事実が、生産技術を軽視することになり、実務や大学教育におけるそのプレゼンスの低下を政府は導いた。
また、米国が軍事研究を重視している点も要因の一つとして挙げられる。軍事研究に求められるものは完全なる精密さであり、そのためにはコストをいとわず、製造プロセスは発展しない。この軍事研究の成果を民間研究に利用する場合、コスト面で整合性がとれない。一方、日本政府は産業育成のための計画的投資を米国よりは幾分もしてきたといえる。

＜社会＞

文化的違い
米の文化は創造性と個人主義が高く評価される。したがって、技術者は研究や新製品開発に魅力を感じるが、他人のアイディアの実用化に魅力を感じない。実際、米国産業界では、生産技術分野で最も権威ある職域は研究開発部門である。生産技術機能の価値を軽視する傾向がある。一方、日本では研究開発部門、生産部門が協調しながら成果を創出する。こうしたチームワークは日本の強力な強みであり、次節で説明する。
(4) 協調関係
日本企業はさまざまな階層で協調関係を構築
日本企業の強みとして企業内・外部の協調関係が挙げられる。関係の所在は、企業内の個人とグループ、メーカー企業と部品供給業者、同一産業内の企業同士、企業と政府とその階層は多岐にわたる。この協調関係が先述の設計と製造の整合性（設計部門と生産部門の協調）や安定した価格での製品供給（注2.メーカー企業と部品供給業者の協調）といった競争力を生む。こうした協調関係は欧米企業には歴史的に見られなかった。その原因を以下、言及する。
注2)日本のメーカー企業と部品供給業者は密接な取引関係を持っている。これにより、例えば原料価格が高騰してコスト高になったとしてもＳＣの複数企業でそれをカバーする。この点が、日本製品の安定的な価格に寄与している。
・ＳＣ…Supply Chainの略。原料供給会社からメーカー、小売といった事業活動の川上から川下までの関係を指す。

米：過度の専門化、細分化、階層化
米国企業はフォードシステムを起源として、労働を専門化・細分化することで生産性の向上を図ってきた。これに伴い、職階は複雑化し、過度の階層化が進んだ。つまり、組織は樹木状に肥大化し、日本企業と比較して余分な階層が存在する。異なる部門で働くものが相互に意思疎通しようとすれば、双方に共通の上司にたどり着くまで組織の樹を上り、そこから相手側に下ろさなければならない。この点で、職階の多い米国企業は企業内の協調体制が築きにくいといえる。

・フォードシステム…１９１０年代にフォード自動車会社が採用した生産合理化方式。製品の単純化、部品の規格化、生産手段や工場の専門化、コンベヤー-システムの導入などにより、合理的経営を確立しようとするもの。
米：企業同士は対等な関係で距離がある

日本企業はメーカー企業と部品供給業者の関係（例：トヨタとデンソー）のように、企業間は垂直的連携をなしている。この点は、継続的な部品供給や厳格な品質管理などのメリットを生む。また、このような企業間関係は「モノ」だけではなく、「技術」の交流の橋渡しの役割も担っている。一方で、米国では企業同士は対等な立場をとり、企業間に距離が存在する。

米：企業間交流が希薄

米国は反トラスト法の流れを汲んで、企業間交流に消極的である。一方、日本企業は同一産業内の企業同士が技術的な交流を行うこともある。このような企業間の交流は日本の技術発展に大きく寄与している。
・反トラスト法…独占資本の活動を規制する米国の法規。１９世紀後半、米国では独占資本の形成が進み、自由競争の結果発展した大企業の放任が、むしろ自由競争を阻害するという事態に陥った。（例：スタンダード石油トラスト）こうした事態をこの法により防いでいる。

3． 日本的生産システムのモジュール化
(1) 日本的生産システムとモジュール化

日本企業はインテグラル型製品が得意
先述のように日本企業のもつ、多能労働者や持続的な技術・組織の能力構築等の特徴は製品開発と製造の整合性を産む。このような開発と製造の整合性は、多くの部品が相互に密接に関わるものになるにつれ必要になる。（∵部門間や組織間の擦り合わせが必要になるから）このように部品同士が密接にかかわって機能を発揮する製品をインテグラル型製品という。（例：自動車）一方、部品と機能が相互依存の関係にない製品をモジュール型製品という。（例：ＰＣ）

モジュール化の流れ

日本企業は擦り合わせが得意である。しかしそのコストは高く、削減の方向に向かっている。このことをモジュール化という。具体的には①生産システムを構成する要素の数を減らす、②要素間の関係性を弱める、ことでモジュール化は達成される。すなわち、システムを簡素化することである。
モジュール化に必要な力は二つ

モジュール化に必要な力は二つある。第一に、急速な組織展開能力である。モジュールに適合した組織ユニットを構築するとともに、そのユニットを柔軟に組み替えられる組織にならねばならない（注3）。第二に、戦略構築能力である。モジュールを視野に入れたシステム構築やビジネス・モデルを企画する必要がある。このように、オペレーション（生産システム）とストラテジーの両面での力がモジュール化には必要である。今回の発表では前者について議論した。
注3）ユニットを柔軟に組み替えるとは、必要に応じて組織を部分的に入れ替えることを指す。ＰＣの画像処理技術の開発を例に説明しよう。デジカメの画素数が上がれば、それに応じた画像処理能力をＰＣは備えなければならない。先述のようにＰＣはモジュール型製品である。つまり、画像処理の機能と構造は一致しており、さらに生産工程も一致している。したがってＰＣメーカーは、画像処理の組織ユニットだけを組み替えることで、問題を解決できる。

生産システムのモジュール化は三つ

生産システムのモジュール化は三つに分解できる。すなわち、製品のモジュール化（製品機能―製品構造）、生産のモジュール化（生産工程―製品構造）、企業間のモジュール化（組立メーカー―部品メーカー）である。括弧内の両者を一致させることがモジュール化である。（発表スライド22～24参照）
(2) 日本的生産システムのモジュール化 ― 経路依存性からの考察

日本のモジュール化の経路

日本企業はその特徴から考えて、生産のモジュール化に最も取り組みやすいといえる。その進化の過程の中で、逐一、製品のモジュール化が促進されている。一方、米国企業が得意とする企業間のモジュール化は日本企業の不得意とするところである。なぜなら、日本の伝統的な垂直的連携が障害となるからだ。したがって、日本企業は生産のモジュール化から製品のモジュール化を進める中で、企業間のモジュール化が進むと考えられる。
企業間のモジュール化が進むと日本強みはどうなるか

上記のような経路で日本的生産システムのモジュール化が進むとすれば、以下のような日本の強みの経路依存性が存在する。

・経路依存性…制度等の生成や発展が，偶然的な要素で決まってくる歴史の経路に依存することをいう。
①各階層での緊密な協調関係（企業と部品供給業者）
モジュール化が進めば日本の国際競争力の源泉である垂直的連携が崩壊する。
②持続的な技術・能力の構築
部門間や企業間の交流が持続的な技術・能力の構築を促進させる。モジュール化が過度に進むことはこの強みが薄れることになる。

③多能労働者
現場レベルでの多能の範囲は限られている。モジュール化された組織ユニットの中でもその強みを発揮できると思われる。しかし、マネジメントレベルでの広範な能力の発揮はモジュール化によって限定的になると思われる。
米国自動車産業の両面戦略が参考

自動車といってもトラック系は比較的モジュール型製品といえる。一方、セダン系は典型的なインテグラル型製品である。米国自動車企業はこれまでの説明のようにモジュール型製品が得意であり、すなわちトラック系の生産で優位性を持つ。一方のセダン系に当たっては、日本を手本に、「トヨタ生産システム」や「リーン生産システム」を学んだ。
しかし、米国企業は単にこれらを学んだわけではない。日本的生産システムの暗黙知的要素を明確化し、得意のＩＴに対応させた。つまり、システム化という自らの土俵に日本的生産システムを対応させて学んだといえる。この点は大いに評価できる。日本企業の強みはステークホルダーとの緊密な連携や長期的視点によるマネジメントである。これら強みを失うことがないようにモジュール化は進められるべきであろう。したがって企業間システムのモジュール化は特に部分的なものになる可能性が高いと思われる。
・リーン生産システム…トヨタの高岡工場の生産システムを欧米企業の視点から分析し、標準化したもの。
・ステークホルダー…企業の利害関係者のこと。ここでは取引相手を指す。
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